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米・欧間「相互浸透」の統計的検証

70年代・対米直接投資の検討を中心に一一一

小林世治

はじめに

対外直接投資が相互に相手木固に向けて行なわれる，いわゆる相互投資現象

は，他のさまぎまな特徴と並んで，資本輸出の現代的展開や現代帝国主義の世

界構造を分析する際，エ主要な素材を提供している。ことに米・欧聞のそれは，

戦後のパッグス・アメリカーナと呼ばれる，アメリカを頂点とする重層的な帝

国主義世界体制の，現段階における質的変化を示唆しているように思われる。

そうした現代帝国主義の重層的な構造把握に対して，相互投資をそのまま相

互的な市場分割とし，しかも資本輸出を行なう主体の聞での，同質性 競争関

係を強調する「相互浸透」説が存在するヘしかし， はたしてこのことは米・

欧間にあてはまるのだろうか。

「相互浸透」説の是非は理論的にも問われるべきだが"ここでは実証的に，

つまり苅米直接投資の実態分析によって検討してみたい。その際の手掛りは，

「相互浸透」説が主張する米・欧独占資本の同質性・競争関係を典型的に表し

亡いると忠われる，米・欧同での「浸透」皮の同一性 r対称形」の部分が存

在するか，またその比重如何，である。

こうした方法をとる理由は r相互浸透」説に対するこれまでの実証的批判

の不卜分性に関わっている。実証検討に入る前に，万法の詳細とともに，以下

。佐藤定幸』資本輸出の現代的形態と世界企業，島恭彦・宇高基輔大橋隆憲ほか編「新マルグ

ス経済学講座」第3巻「帝国主義と現代J1972年，が代表的。
め たとえば』杉本昭七 対米直接投資と寡占間競争論_ r経済論叢」第116岳第1-2号， 1975年
7-8月。
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述べておこう。
b 

1 r相互浸透」現象と「非対称形」論

従来相互浸透」説に批判的な立場で米・欧同相互直接投資の実証分析を

行なう場合，指針となったのはいわゆる「非対称形」論であるわ。それは，主

要には直接投資残高の格差に拠って，全体としての氷・欧間の投資アンバラン

スを問題にしたが故にその名がある。

「非対称JTfJ論は，実際には投資土体の行動や母国経済の全休構造にまで

米・欧比較が及び，実証的な実りの多い理論であった。しかしそのことと，

「相互浸透」説批判にどわだけ成功し得たかとし、うこととは別である r非対

称形」論のつ方法によって，十分「相互浸透」の内実に迫り r相互浸透」説と

かみ合う形で，その批判をなし得たか疑問である。

次の点において不十分であると思われる。

a r浸透」概念とその指標

まず「相互浸透」現象の指標，否むしろ内容そのものについてである。そし

て，相互的な「浸透」現象であるからには，なによりも「浸透」の概念規定が

明らかにされなければならない。

それは単なる投資行為というよりも，その結果生じる現地経済への影響力を

合意しており，むしろこの点に「浸透」と呼ばれることの独自な内谷がある。

この場合には浸透」の度合い如何によって当該投資の質が規定されるので

ある。

その点では「非対称形」論はもちろん r相互浸透」説も殴昧であるo 比較

的明瞭と忠われる杉本昭七氏の言及箇所を示せばこうである i諸外国の企業

で生度技術・市場技術に競争力をもっ部分がアメリカの当該分野でアメリーカ企

業と競争し，アメリカ産業の中の構成部分としても一定の地位を確保する努力

:3) R. Vernon， Sovereignity 叫 Bay，' The Multinational Sjρread 01 u. S. Enterprises， 1971. 
p. 112;中川信義，多国籍企業と米欧間相互投資の現段階， r世界経済評論」第20巻6号>1972 
年6月， 2Eページ以下参照。



米欧r，H相互浸透」の統計的検証

をたえず行なっている。J4)
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「浸透」度に関して直接には最後の部分が該当しよう。しかし後で述べるよ

うな主要部門の場合を考えると，間足立とすべき「浸透」度はより限定きれなけ

ればならなし、。そこでは既に一定の有力な地位を占め(c、る， としなければな

らないだろう I有力」といっても，どのような指標によって何をL、かに表現

す吾か，なかなか悶躍であるが，本市では次のようにした。

まず指標としては，主に現地市場での当該・外資系子会社の販売V ェアをと

わあげた。周知のように，対先進国直接投資の大半が市場要閃に上る Eきれ幻，

「浸活」の意味もこうした市場=販売上の有力な地位が中心と思われるからで

ある。その場合，問題とすべき「浸透J度の最低基準は，アメリカの対欧進出

についていわれる「産業支配」に対比すべきものとして， jなくとも 10広を占

めていることとする。

b I相互浸透」現象の典型としての「対祢形」

さらに「非対称形」諭でいう「対称形」が，なぜ全体として確認されなけれ

ば「相互浸透」は問題とならないのか，疑問である。

「相互浸透」説は，むしろ「対称形」を一部の典型例に留め，全体としての

「非対称形」は容認しているのである。問題なのは「対称形になるかどうかで

はなし非対称形がどのような非対称形であるのかJ"であるという。つまり

個別産業ごとに 1相互浸透」のあり方， したがってその現象の仕方が異なると

いうのである。

しかし米・欧間「刻称形」は「相互浸透」説の当否を知る上での豆要なメノレ

クマーノレであろう。 I相互浸透」説が正し吋れば I相互浸透」現象は対米直

接投資の特定の産業部門，なかでも主要な投資部門一一一そこでは大量現象とな

っているのだから SIC標準産業分類2桁レベノレで←ーーにおし、てはその典型的

4) 杉本， I現代帝国主義の基本構造J1978年， 119ペ ジo
5) Cf. J. H. Dunning，“The Determinants of International Procluction"， Oxford Economic 
Papers， Vol. 23， No. 3， Nov. 1973， pp. 296-297 
6) 休肱アメリカにたいする直接投資， I経由研空」第阻害情4号. 1975年10月， 331へ-Ya
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な姿 I対称形」をとるとしなければなるまい。そして，この場合の「対称形」
政

は，先に述べた「浸透」度が米・欧聞で同一であるということに他ならない。

本稿でほ，主要部門でのこうした，いってみれば「対称形浸透」の存否を検

討することによって，対米直按投資における「相互浸透」の要素が之配的か否

か，見透しを与えるりである。こり方法は I対称形浸透」の全て白部分をと

り出し，その後に当該部分の全体に占める比重を確認する方法を，より簡便に

したものである。

したがってケ ス・スタディで得られた結果が即，対米直接投資の全体を規

定しているとするのは早計である。この場合主 I主要」とはいえ，ケース・

スタディを行な η た当該部門の比重が問題だからであるn 本稿では，各節それ

ぞれの最初に対米直接投資の全体についても概観しておいたが，最後にこの確

認をしなければならない。

以上から予想されるように，本稿においては統計的事実の大まかな整理・加

工が中心となり，当該部門の「相互浸透」 成立した場合 そのものにつ

いては，主要な特徴を検出するに留まった。あらかじめお断りしておく。

まずは対米直接投資の全体を概観し，主要投資部門を特定することから始め

よう。次にみるように，対象時期は70年代に限定した。

11 70年代・対米直接投資の主要部門

70年代の対米直接投資にかんして，依拠すべき統計は74年を境に大きく異な

ってし、るo

この程の統計 E基礎になるのは， Survey of Curre叫 Business誌のそれで

ある。しかし毎年の統計はサンフツレ調査に基っくもので，その基準となるベン

チマーク調査は戦後2凹， 59年・ 74午を対象に?すなわれている o 74年を対象と

するベンチマーグ調査は， 70年代に入つての対米直接投資の急増に対応すべし

特別の立住宅 (74年対米外国投資調杏法〕によって施行を義務づけられたもので

ある。その後も，調査対象・方法の改善と統計分類の変更が行なわれ，現実に
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74年以降を統 基準で表示されるようになったのは SCB誌77年10月号からで

あるり。

そこで本稿では， 70年代についての基礎統計は， 73年まではーーサンフノレ企

業数が少なく過小表示であるが SCB誌73年 Z月守に拠り，それ以後は77

年10月号以降の SCB誌各号に拠っている。また分析にあたっては， 77年以降

にあらわれた関連諸統計ベそして74年調査に基づく商務省報告"も参照して

L 、る。

a 趨勢

直接投資残高幸子 3年ごとに比較してみ

たのが第1表である。これによると 3

年間ごとの増加率は， 67 -70年にすでに

70年代の増勢の土台ともいうべき30%台

に乗っており， この増勢が60年代末から

始まっ亡いたことがわかる。しかし，統

計基準の変更があって直接の比較は誤り

であるが， 70年代の増勢も後半になるほ

ど著しくなった，とはいえよう。それは

呂0-81年にまで継続されるが， 82年には

その勢いが鎮静化したと伝えられる1ω。

したがって，対米直接投資は70年代を通

じて急増しその前後と区別される つ

の段階を雨したことは， もはや明らかで

7) Cf. SCB， Oct. 1977， p-p. 30-35， Technical Note 

第1表対米直接投資の趨勢

(1) 年末投資残高 〈単位100万ドル〕

年末残高 [3年間の増率

1964 8，363 〔忽〉
18.7 

1967 9，923 
33.7 

197U 13，270 
37.8 

1973 18，284 

1973 20，556 
49.7 

19711 30，770 
77.0 

1979 548，， 462 
1980 68，351 

辻)73年までと，その伎では基準日異な
る。以下向様。
資料)SCB， Feb. l!:l7::l， p.3U， Table 1; 

Oct. 1975， p.37， Table 1; 
Oct. l!:l77， p. '27， Table 1; 
Aug. 1982， p. 36， Table 8 

8) SCB， Dec. 1978， Employment and Employee CompensatioIl of U. S. A缶liatesof FOl'eign 
Cornpanies， 1974; Jan. 1979， Gru出 Produclo[ U. S. A侃lidtes01 Foreign Companies; 
May 1981， Selected Data on the Operations of U. S. A日liatesof Foreign Compani日 1978

and 1979 
9) U. S. Dept. of Commerce， Foreign Direct Investηzent in the U. S.， 9 vols.， 1976 
10) 1982年8月2日，コンファレンス ボード発表によると， 82年上半期の外国企業による米製造
業への投資件数は， π年以来D最低水準に落ち込んだ。
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とはいえ，年によっては増勢が鈍ったζ とも事実である。そこで年ごとの増

加分である年同投資額を調べて， 70年代の増勢がし、ずれの時期に強まったかを

確定しよう(第2表)。

第2表対米直接投資の趨勢

附 1___196日日竺]
〈単位100万ドル〕

年間投資口

年間投資"

新規純投資"

収益再投資

注1) 年間投資には調整分が含まれ，新規柚投資と収益再投資と白合計とは一致しない。
2) (~75) Net Capital Inflow=(76---) Equity and Int町 companyAccount Inflows 
資料.) SCB， Feb， 1973， pp. 30-31， Table 1-2; 

Oct. 1975， p. 37， Table 2; p. 40， Tahle 5; 
Aug. 1978. p. 46， Table 12; 
Aug. 1982， p. 37， Table B 

1980 

13，889 

7，500 
6，167 

その際，年間投資のうち資産再評価など調整分は除いて，新規純投資と収益

再投資のいずれが上回るかで，その増勢の意味が具なるよとに注意すべきであ

る。すなわち， 71-72与を除くと， 70年代を通じ ζ新規純投資が収益再投資を

よ回っており，それは69年から始まっている。そして，年間投資額の集中して

高い時期は何よりも新規純投資が著増した時期であるo したがって，正確には

69寺かb始まる， 7C年代の対米直接投資の急増は，新規純投資を主体とする本

格期=成長段階のそれである。

との事を確認したうえで年間授資の推移をみてい〈と，第 1j担(69)-70年，

第 2期73-74年，第3期78ー 79年の 3つの時期に投資が集中していることがわ

古3る。



米欧間「相互浸透」の統計的検証 (371) 85 

b 悶別・産業別構成
政

まず， 70年代を通じての国別，産業別〔大分類〕の構成を，その投資残高に

よってみてみよう〈第3表〉。

(1)国別構成 対米

直接投資の主要部分はヨー

ロッハからのものである。

従来イギリ λ に次いで大

きかったカゴ〆の対正直接

投資の比率は，漸次低下し

ている。このカナFの分を

除いた残りのほとんどはヨ

ーロッパ諸国が占めている。

ヨ ロッパ全体の比率は

7割近くで，地域別では最

大。また60年代から7日年代

にかけて， 70年代半ばの一

時的低下を除けば，ほぼそ

の高い比率に変化はなかっ

たのである。

第 3表対米直接投資の国別・産業別

構成 投資残高比(%)

直一二二乙ニー
1970 11 1974 1 1978 

20.4 1 14.6 

〈ヨーロッパ) 1 (6弘6)1 (72.0) 11 (66.6) 1 (68.7) 

イギリス 1 33.4 1 ι22.8 I 18日

オラン~. 1 14.7 ! 16.2 11 18.7 1 23.7 

ぷ円 i523l511ド::4ii
主乙己~-.I.- 11_-一一一
石油

製造

商業

金融・保険

資料) SGB， Feb. 1973， p. 30， Table 1; 
Oct. 1977， p. 36， Table 16; 
Aug. 1980， p. 4S， Table 14より算出。

ヨーロッバ諸国のうち，上位3カ国は78年以前，イギリ λ ，オランダ，スイ

コえである。この 3カ国で60年代と70竿代初頭には全体の 6割近くを占めていた

が， 7日年代末には5割足らずに卜がっている。そのうちイギリ旦とスイ λ は相

対的地{止を後退させ，後半にはオランダがイギリスに代わって辰大投資国とな

っ犬二。

ヨ ロッパ全体の比率の低下をくい止めたのは，オランダお上び，西ドイツ

他，上記3カ国以外D国々の投資急増である。と〈に丙ドイツは70年代に入っ

て急速に比率を高め， 78年にはスイスを上回るまでになっている。試みに 3カ



86 (372) 節 132巷第5.6号

国の比率に西ドイツのそれを加えると， 74年55.3%，78年57.1%と， 60年代の

3カ国の比重にほぼ匹敵する比率になる。

このようにヨーロッパ，と〈に上位4カ国の占める比率は高く (6割近くλ

なかでもrラγ 夕日-西ドイツの若増には注目すべきものがある。

(日) 産業別構成 ここで確認すべきは，対米直接投資も，アメリカの対

欧投資と同様"九製造業が最大 (4割〕で， しかも 70年代を通じてその比率が

文定的だったことであるo

これに比すべき商業投資の増加は著し<. 70午代末，石油業に代わる地位を

占めるに至ったことは無視しえないが，ここではとりあげない回。また70年代

初頭における石油業の比率の急増は，外国からの直接投資に対するアメリカで

の関心を高めたものの 1つである。しかし当時にあってもその増勢は製造業に

及ばなかったのであるo

もっとも製造業投資が最大といヮても I相互浸透」が「相互浸透」説でい

うような米・欧闘での主体や投資の同質性を指すとすれば，アメリカ側に対応

してヨーロッバ担U，対米直接投資についても，それが真に現地生産の質を備え

ているか検討すべきであろう。しかし本稿ではそうした検討には立入らず，大

分類での主要な投資分野の一致(=製造業〕という限りで I相互浸透Jの可

能性を確認するに留めよう。

そこで，次には製造業内部の構成について詳細にみていこう。

c 製造業内構成

SCB誌上で製造業の部門構成が示されるのは， 73"1ニ末の投資残高が最初で

ある O したがって「相互浸透」の存否が問われる製造業の個々の部門について

分析可能なのは，先に述べた70年代増勢の第2期以降ということになるu

まず直接投資残高からみていこう(第4表〉。

11) アメリカ対欧・直接投資残高のうち，製造業むけは， 64年54.3%，70牛54.7%，74年53.7克，
78年52.2%を占めた。 SCB，Feb. 1981， p. 51， Table 7より筆者の試算。
12) その原因につい亡は，関下稔藤原貞雄・松村文乱現代世界経済のホットワーク，講座「今
目白日本資本主義」第1巻J 1981年， 120ページ以下を参照されたし、。



参考のため59年の数値

をあげておいたが，その

時点では対米直接投資が

本格iじする以前の特徴主

残している。製造業中に

占める食品工業の比重は

高く，化守'工業l土2位に

つけているといっても，

食品「業の 1/2に過rな
し、n
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第4表対米・製造業直接投資の部門構成
加 (1)年末投資残高 (単位100万トル〕

1 1959 11 1973 I 1974 1 1978 1979 

食品 931 1，279 1，524 2，260 2，611 

化学 465 2，892 3，385 6，口94 7，212 

金属 125 960 1，332 2，615 3，020 

機械 1，366 2，日31 2，858 3，600 

その他 592 1，733 2，116 3，376 4，434 

資料-) U. S. Dept. of Commerce， Foreign Bus四郎，In 
切削trnent明 theU. s.: A Supplement加 theSCB， 
1962. p. 8; SCB， Oct. 1977， pp. 35，-36， Tahle 15-16; 

Aug. 198C九p.46， Table 14 j 
Aug. 1981， p. 47， Table 10 

しかし70年代における化学工業の地位は格段に高い。増勢第2期，食品工業

を上回り 2位の機械工業にもかなりの差をつけている。第3期になってもこ

の構造は変わらず， ともに増加した機械工業に対して，化学工業は投資残高で

の俊位を保ち， 79年には 2倍の聞きを維持している。

年間投資額を計算してみると，年々の増勢では，化学工業が常に最大であっ

たわけではないことがわかる。たとえば70年代半ばにおいて，機械工業は化学

工業に優っていた (74年一一機械6億6，500万ドル，化学4億9，300万ドノレJ。し

かし化学工業は後半において再び増勢を強め，機械1業に優っているのである

(79年 機械7億4，200万ドノレ，化学111，"1，節目万ドノレ〕。

そのよ:T，化ê~f'.工業が製造業・直接投資残高に占める比率を示そう。 73年

35.1Jo'， 74年32.6%，78年35.4，9百， 79年34.536'である。石油V三ツグの一時期を

除いて，ほぼ35%の比率を維持している U したがって，化学工業は7日年代を通

じて製造業における対米直接投資の最大部門であり続け，しかもその高い比重

に変わりがなかったのである。

そのことは投資主体についても確認きれる。ここでは詳細を省くが，第4表

の資料によれば，前期ヨーロッバ 4カ国の製造業での最大投資部門は，やはり

化学工業である。逆に，対米化学工業・直接投資の上位4カ国はこれら 4カ国



88 (374) 第132巷第5・6号

と一致している(ただし，西ドイツ，イギリス，スイス， オラ γタの)順)。筆

者の試算によると，その集片品工は70%:ilIくで， ヨ ロッハ全体では約 8剖であ

。。
次に，直接投資額ではなく，現地アメリカでの活動を知るよで参考となる諸

指擦をあげておく〔第5表)則。

第5表対米・製造業直接投資の部門構成

(2)諸指標;74・79年末残高日

製造業(Z2L書)食品|化学(FF)
26611213〔〔22229〕〕
，937 (28 205 I 19，470 

28211965〈(3308〕〉 878 I 3.527 (39.3 
純固定資産 411 (31.7 216938，，865(〔3395〕) 

5506〔〔85251〉) 
917.7 (55.9 117.0 

2147(〔220553ミ〕〕
232.4 

31，301〔〔222405〕) 
76，913 1誌社 21::11iiiij

注1) 74年上「丸 79年下段。
2) 全産莱から「組千rJのぞく。
3) 単位1，000人。ただし74年は背雇用Dみ。

〈単位100万ドル〕

金属 機械

4，542 3，511 
7，908 11，503 

3，249 I 2，417 

87.8 99.5 
103.6 2口6.0

60， ，139 
10.473 

44， ，400 
14.347 

資料) U. S. Dept. of Commerce， Foreign Direct Investment in the U.丘， Vol. 2， 
p， 13， Table 2; SCB， May 1981， p. 36， 37， 42-44， Tahle 1， 2， 7， 8 

こうした指僚のすべてにおいて，化学工業は製造業中，最大の部門である

(総資産で代表させると，約3制〕。直接投資残高での比重と比較すると，純

固定資産のそれが上1.r:!J':J，雇用・版売のそれが卜凶っているが，これは俗学工

業の資本集約・素材型廃業という性格によると思われる O

ともあれ，以上のミとから対米直接投資一一ーその多くがヨーロッパからの

が行なわれた製造業諸部門のうち化学工業が最大， したがって全体の中で

も主要な地位を占めていることは明白である。以下，化学工業での「相互浸透J，

13) 指標¢選定にあたっては，西町勉，イギUスにおけるアメリカ世界企業j 杉本昭七編「現代資
本主義の世界構造J198C年を参考にした。
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その典型「対称形浸透」の存否を検討することにしよう。

III 米・欧間相互投資の「非対称形」

その前に相互浸透」部門が存仕する可能性について見透しを得るため，

あらかじめ米・欧間相互投資を構成ずる米・欧双方の直接投資を残高で比較し

ておくのが便利だろう。なぜなら，前節で概観した70年代の対米直接投資の急

増も，これに対応してアメリカの対欧直接投資の顕著な増大があわば，相殺さ

れて以前の米・欧間の格差は残り i対称形浸透」の可棺件は少ないと判断さ

れ，<，古uらであるロ

前述の「非対称形」論による70年代前半についての分析では，米・欧聞の直

接投資格差が「縮小されるどころかむしろ広がりつつあるJ14) と結論づけてい

た。問題は， 74-75年世界恐慌を通じた「米欧聞の・ 相互集積運動」山によ

第 6衰米・欧間相互直接投資--74・79年末蔵高 〈単位1C四ドル〉

74 79 74 79 

I 1木→欧 耳欧→米l I E I/II I I/II 

全産業|叩82 即日 l担問|山田
石油業 l 4，714 I山田 i8，010 2.11 I 2.22 
製造業 6，1日9 39，403 13，952 3.93 2.82 

うち食品 1，884 717 3，273 1，647 2.63 1.99 

化学 4，757 2，489 8，646 5，321 1.91 1.62 

金属 1，546 584 2，188 1，577 2.65 1.39 

機械 7，971 1，239 12，934 2，325 6.43 5.56 

商 業 ，4日 i山お| 7，838 
金融・保険 1，829 I 10，310 I 6，081 2.07 I 1.70 
資料) SCB， Aug. 1976， p. 48， Table 13; Oct. 1977， p. 36， Table 16; 

Aug. 1981. P. 32， Table 12: p. 47， Table 16 

14) 中)11，前掲論文， 28ページ。
15) 同上， 33へージ。
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って，その後どのように変化したかである。

第6表では70年代，対米'w:接投資の増勢第Z期の到達点 (74年末浅高〉と同

第 3期のそれ (79年末残高〉とを比較し亡し、る。みられるように， 74年アメリ

カの対欧直接投資はヨーロッパの対米直接投資に対して，企産業で 3佑返し

製造業にもついてはそれ以上に大きな 4倍の開きをもっていた。しかし 5年後に

は，やはり 2倍以上の閉さがあるとはいえ，その格差は全産業では若干，製造

業ではかなわ縮小した〔もっ左も石油業において逝に格差が拡づごした点は重要

である〕。

問題となる化学工業についても ζの傾向は確認される。

もともと化学工業においては，商業に次いで米・欧聞の直接投資残高での格

差は相対的に小さかった。それしカ:74-79年の間に格義はさらに縮小し，最も格

差が縮小した金属工業に次〈小さな格差となっているのである o

参考までに，前記のヨーロッパ主要4カ国について，同表資料から化学工業

におIjる，対内アメリカ直接投資の対米直接投資に対する倍率をそれぞれ計算

してみると，次のとおりである〔カッコ内， 74年一→79年)。オランダ， スイ

スでは，おそらくその国民経済規模の限界から，対米直接投資が対内アメリカ

直接投資に匹敵し〔オランダ1.15ー→1.33)，また逆に上回る〔スイス79今0.07)

とL、う関係が明 bか Cある。他方，イギリノ、，西ドイツは出一日ッパにお付る

アメリカ資本の主要な受入れ国として，特に製造業において高い比率ながらlベ

何年代後半に格差は縮小し，化学工業において西ドイツでは遂に逆転するに至

フてし、る(イギりス2.03ー→1.65，西ドイツ1.16ー→081)0

こうした米・欧間での直接投資残高にお阿る格差の縮小傾向の中で 2 とくに

ヨーロッパ主要4カ国とアメリカとの間で，化学工業におし、てはっきり「対称

形|となっていること (4カ国計79年0.94)は，化学工業における「相互浸透」

の可能性を強〈示唆するものである。

16) 74年イギリ入4.11，酉tイツ5.650 しかし70年代後半には縮小して.79ヰいずれも3.22の倍率と
なっているa
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しかし，直接投資残高での「対称形」がそのまま「相互浸透」の典型対

称形浸透」を結論づけないのほ，現地活動の質，進出先市場の規模に米・欧間

で差異があるからである。本稿ではこれらの媒介石頁じたし、を検討する乙とは省

いて，結果=到達点のみを論じるιとにしよう。

IV ヨ一口 γパ資本の対米「浸透」度

(1) 全体的評価については明らかである。

74年ベyチマーグ調査によあと，在米外資系子会社の常雇用人数は民間非農

業雇用の約1.6%，また土地・工場・設備むけ支出は非住宅粗民間固定投資の約

5%を占めるとされている"らしたがって「アメリカに対する外国直接投資は，

その規模および範囲においてかなりのものがあるが，アメリカ経済全体のなか

では比較的小さい要素である。J18) 

この74年についての商務長官の言葉は，その後の70年代後半についてもあて

はまるのである。同様な指標によってみてみよう。

74年以降， 70年代末にかけての変化については， S CB誌上で77-79年を対

象とした統計が与えられているo まず(農業を含み銀行業を除<Jノミートタイ

ムを含む民間雇用総数に占める比率は1.6%，1.8%， 2宮%， また製造業での新

規の工場・設備投資における比率は 4%，4.9%， 4.5%と， わずかながら大き

くなっている1へそれにしても両指標からみる限り， 70年代後半を通じて在米

外資系子会社の全米経済に占める地位は低く，全体として 2"-'53むの枠を越え

ないのである。

(2 ) それでは問題となる化学工業について， 70年代後半の「浸透」度を中

17) U. S. Dept. of Commerce， op. cit.， Vo1. 1， pp. 209-210 なお貿易にかんする値は高し輸
出で24.96'，輸入で30%である〈同箇所〕。このことが意時する点については? 閣下稔多同籍企
業と国際貿易』中)11・久保新編「周際貿易論J19四年， 259へ ジ以下参照。
18) Ibid.， Vol. 1， p. 233 
19) SCB， May 1981， p. 36， Table l;.pp. 46-48， Table l1-A~C; Jan. 1979， p.22， Table 1; 
]un. 1980， p. 21， Table 1; Jun. 1981， p. 24， Table 1; July 1981， p. 53， Table 6.7 B より
筆者の試耳。なお固定資本投資にかんする指標は，資料制約のため74年と77-79年とでは異なる。
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J心にみていこう o
自

まず前述と同じ指標では77-79年の数値が得られた。それによって計算する

と，在米化学・外資糸f会社のパートタイムを含む雇用人数は，全米化学工業

白ぞれの16.9%，18.0%， 20.8%と，かなりの比重でしかも年々増大している，

とし、う結果が得られた。ちなみにいうと， 74牛の常雇用のみでの比率は11.3%

であった。また新規の工場・設備投資についての当該比卒は， 14.4%， 20.0%， 

16.7%となっている'"

この両指標による「浸透」度の算定結果を解釈するためには，当時のアメリ

カ化学工業界の状況を知る必要がある。こ乙ではこれら 2つの結果を比較する

ことで推測し，両指標にのみ拠って「浸透」度を判断することの困難さを明ら

かにしておこう。

さきに示した第5表をみられたい。そこでは，在米化学・外資系子会社の雇

用人数は， 74年から79年までの 5年間に11.5万人から23.2万人に， 約 2倍に増

えていることがわかる。この間，雇用において示される「浸透」度もほぼ同じ

倍率で高まっている (11.3%ー→20.85!"J) ことから考えると， アメリカ化学工

業界では雇用増のほとんどを外資系子会社によっていたと思われる印。

しかし新規の工場・設備投資では，そうした外資系子会社の特別な優位はみ

られない。履用増に対応する形で，新規同定投資の大部分が外資系子会社によ

っているのではないからである。このことから察するに，この期間，アメリカ

化学工業界は雇用増に結びつかない固定投資を増やしていたのではあるまし，tpo

その内容如何によっては，外資系子会社のアメリカ化学工業界における実質的

比重がこうした算定結果とくし寸童う場合もでてこよう u

したがって外資系子会社の「浸透」主は，雇用において表わされるほど高い

とは即断できない。投資分野の重点や技術水準に規定きれた雇用構造が明らか

20) 同上資料と 3CB，Dec. 1978， p. 25， Table 1より筆者の試算。
21) 全米で74年101.4万人から百年111.4万人へと. 10万人。雇用が増えているがj 外資分はほぼ同
規模増加している"SCB， July 1981， p. 53， Table 6.7 Bより算出。ただし第5衰の74年数値
は常雇用。みだから，そのまま計主草すると外資分は過大に表われる。
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にならなければ判定困難だからである。他方，固定資本への新規投資にしても，

景況による変動が丈きく，また在米子会社の現地活動本格化に伴う初期投資に

よって「浸透」度が過大に表わされる， という欠点をもっている。

両指標とも7C年代末に「浸透」度 2割近くを示しているが，まだ確定した

11色とするわけにはいかないのである。

(3) そζで，在米外資系子会社による化学製品の売上げが全米のそれに占

める比率，いわゆる販売シェアをみてみよう。

あらかじめ断わフてお〈と， この指標にも問題がないわけではない。以 Fに

おいて 1販売」ないし「売上げ」は現地アメリカ市場向けに限定されておら

ず，輸出分も合主れるために，厳密な意味での市場集中ニ支配の程度を表わし

ているのではない。しかし資料制約によってそのまま使わざるを得なかった。

この事情はアメリカ仰lの対欧「浸透」度の測定の場合にもいえる。

本稿では， こうした欠陥をもちながらも 1節で述べたように 1浸透」の

中心概念である市場支配の，利用可能な指標として販売ジェアを重視する。ま

た販売シェアは，履用や新規固定投資についての指標がもっ古IJ述の欠点を免れ

ているのではあるまいか。

まず75年を対象としたコンファレンス・ボードによる推計を紹介しよう。

それは， 在米外資系子会社の売上高上位 100社のうち化学工業 (Chemical& 

allied Ind.)企業と認められた23社の売上げを集計し， その価額に 3/2を乗じ

て当該外資系子会社の全体の売上げを算出した。 ここでよ位 100主士山売上げは

総売上げの 2/3を占めると推測し，化学工業につし、ても同じ比率が妥当すると

仮定したのである。推計結果は14%。しかし非化学製品の売上げが含まれるた

めに若干割ヨ!し、て 110%以上」と概数を述べるに留まっている叩。

そこで参考のため， 71乍について商務省報告に在米外資系子会社の純販売高

(課税分を除いた販売働が記載されている一一79億円.000万ドル(ヨーロ νパ

22) 1化学経済」編集部，エスカレートするョーロッバ化学資本四対米進出. 1977年3月. 51-52 
へーν。
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系の分は64{意1，4口口万ドノレ〕一一ーので23〉1 これによって試算してみよう2ヘ対応

する同年の全米化学製品市場の大きさについては， OECD資料から出荷額

(表示では「売上高J)の数値， 816億7，500万ドノレが得られた2ヘ

そのまま計算すると，当該販売シェアは9.8%(ヨーロッパ系7.9%) となる

が，分母が過大(出荷額〉純販売高〉なので，実際はこれより大きくなろう。

当該企業の非他学製品の販売分を差ヲlく必要はあるが，先の 110%以上」に近

つくの立はあるまいか。ヨ ロッパ采子会社に限れば II節でみたようにその

約8割 r8%以上」となり， この場合も結果はほぼ近似している。もっとも

1年ほど前後しているのだが。

以下では同様な方法によって， 70年代後半について推計してみた。ただし

SCB誌とOECD資料とで対応する数値が得られる， 77年と78年に限られる。

すなわち， 77年12.8%，78年13.0%(ヨーロッパ系の分が8割とすると， いず

れも10%強)である出。しかし，上で述ベた理由から，実際の販売シェアはこ

れより大きいと思われる。

そこで次のような専門誌による推計結果にかなりの信溶性があるとしてよい

だろう。それによれば， 78年に‘ついて全外資系子会社で163百 上記の推計結

果に近似 である〔したがってヨーロッパ系の分は13%)。また74年以前に

ついては， 60年に 45弘 70年に 8%のシェアを占めたとされている'"。

後の2つの推計値について検討する材料はないので確言することはできない

が， もしこの推計が正しいとすれば， 60年， 70年，そして恐らくは80年と， 10

23) U. S. Dept. of Commerce， op， cit.， Vol. 2， p. 13， Table 2 
24) 製品ベースなので，ヨfft学資本(たとえば石油資本〉の化学製品生産分も算入されねばならな
いが 当該資本の化学部門子会社仕独立している場合がほとんどで，子会社ベース産業分類の統
計 末商務省統計一ーであれば，脱漏は少ないと思われる。
25) OECD， The chemical industry 1975， 1977， p. 28， Toblc 2 (の ここでの Turnover=
Shipmentである。原資料， U. S. Bl1reau of Census， Annual Sur切り ofManufactures 

~6) γーエムシー r1981年版海クHじ学ム業ハンドブックJ. 198C年 4べージ，ユ 4(表)(前注
OECD資料より官祇); SCB， May 19B1， pp. 43-44， Table 8から筆者の試算。
27) Chemical Week， 21 May 1981， p. 41; Chemical & Engit四 ringNe四， 28 Sept. 1971， p. 20 
いずれも前掲「化学経済」記主主.52へージの紹介。
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年おきにアメリカ化学製品市場において外資系子会社，したがってヨーロッハ

系子会社はシェアを倍増していることになる。

いずれにせよ70年代末， ヨーロッパ系子会社は販売シェアで1O~13% という

無視しえぬ比重を化学工業において占めたのである。

V アメリ力資本の対欧「浸透」度

(1) それでは，これまでみてきたヨ一戸ッパからの対米・化学工業投資の

「浸透」度は，それに先行したアメリカ資本の対欧・俗学工業進出の場合に匹

敵するのであろうかυ ここでほ，前に対米直接投資について，それが急増・木

格化した7C年代に限定したのに対応させて，アメリカ資本の対欧進出について

も，主としてそれが本格化した時期， 60年代をとりあげてみよう出。

あらかじめ断わっておくと，全欧規模で集計した統計，またアメリカ系子会

社を分離した統計は少な(，業種別に異なった指標での推計が存在するだけで

ある加。 例として.Rへんマンの推計を紹介しよう O

それによると，石油業ではアメリカ系子会社がEECの70年における精製能

力の 1/3， 機械工業ではEECの67年における年間投資の27%を占めた'"。ま

た自動車工業では68年における全殴売上高の25~27%である 31〕 O

こう Lた基幹産業・成長産業〔当時〕でのアメリカ資本の高い比重一一3割

前後一ーは，典型的な「産業支配」の例jである。これに対して化学工業では

68-69年において全欧総生産量の12%足らず，金属工業の中では対欧投資が集

中しているアルミニウム工業においても，山ヨーロッハ全体で同時期ヲ約12%

28) アメリカ対敵直接投資の増勢は既に50年代半ほから拍まってL、るが， 急増サるのは EEC結
成後の59-60年〔とくに製造業で対前年19-29%増)以降， 60年代である。 SCB，Feb. 1981， pp 
50-Gl， Table 7参照。

29) Cf. OECD， Penetration of multinational enterprises in manufacturing industry in 
member countries，出口>p. 11， Table 1 
30) R. Hellmann， 'Weltunterneh脚 nnUT amerikani.sch?， 1970， 回目杭吾訳「多国籍企業の抗
争J1971年， 61ベージおよび97ベ ジ。
31) lbid.，同土邦訳， 70ペジ。
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に留まっている加。

アルミニウム工業は，全体として「浸透J度の低い金属工業の中では，相対

的に比率が高い部門であるが，化学工業の場合は石油・議械と同じ基幹産業の

一部であり，かっ一一第6表E固でみるとわかるように一一機械工業にけの、立

大きな投資分野て:あるにもかかわらず，相対的に低位である。

とζろでへノレマンの算出法じたし、はかなり粗く""日この数値そのものは検討

が必要である。参考までにあげると， ロイフaノレめ65作推計では，アメリカ系子

会社の全EEC化学製品売上高に占める比率は6.5%で長る8ヘLかし66-70年
の問に売上高での「浸透」度は各国で1.5倍近くになっているので35l 70年代末，

10%近くにはなろう。結局，へノレマンの推計結果とそれほどかけ離れたものに

はならないと思われる制。

もし1O~12%の「浸透」度が正しければ，それは70年代後半のヨーロッバ側

の対米・化学工業j輩出の「浸透」度に一致している。したがって，化学工業は

米・欧向相互投資において，米・欧の異なる本格期の2時点、で， I対称形浸透」

を形成しており，典型的な「相互浸透」部門といえる。

C 2) 70年代に入って，アメリカ系子会社のヨ ロッバ化学工業における比

重はどのように変化したのだろうか。

筆者の試算によると，アメリカ系子会社(ここでは過半数株所有子会社入の

販売高がl日EC6カ国の化学製品の売上高に占める比率は， 70年日7%， 74年

16.4%， 76年18.1%と上昇するが， 77年には14.5%に低下している刊。

32) Ibid.，向上邦訳， 84-85ヘージ日よび91ページ。
33) Fortllne誌記識のアメりカ系・ヨーロッパ系大企業についての資料からの概算。
34) K.-M. Loibl， U. S.-Direktinvestitianen iπ der EWG-Das Be日tielder Chemie叩dustrie，
1971， S. 47. 
35) Cf. U. S. Senate Committee Qn Firl.ance， Implications 01 Multinatioπal Firms 01 World 
T，"先 andInvestmentαnd JUT [λS. Trade and Lavor， p. 736， Tnble A-4G 
36) もっとも，へルマγ推引が全欧，ロイプルのそれが EECを対象としている点が異なる。
37) シーユムシー，前掲書， 4ページ， 1・4C表);8CB， Aug. 1974， p. 36， Table 5E ;'fMay 
1976， p. 3J， Table δA; :M:a.r. 1978. p. 37， Table 5田A(暫定数値申み);u. S. Dept. of Com 
merce， U. S. Direct lnvestment Abroad 1977， 1981， p. 282， Table III. F 5より。 アこだし
最初回資料ではルグ也ンプルタの数値が欠けているため，計算結果は過大になっている。
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もっとも，後になってECに加盟したイギリスにおけるアメリカ系子会社の

比兎はより高いので，現EC全体での「浸透」度はこれより若干高くなると思

われる。しかし，それ以外のヨーロッパ諸問での当該「浸透」皮は相対的に低

いので，相殺され，上記の比率が全欧規模で妥当するのではないか。

したがって70年代を通じては，アメリカ租lの対欧・化学「浸透」皮がヨーロ

ッパ側のそれをよ回ったであろう。もっとも70年代半ばにピークに達した後は，

格差は縮小したと思われる O しかも注目すミきことに， そのピ ク時の「浸透」

度18%は，将来85年に(土として〉ヨーロッパ系子会社がアメリカ化学製品市

場において占めるであろうと予相された比率なのである即。それが対米・化学

進同のピ ク土すれば，ほぼ1日年のズレでヨ ロッパ相1]も相等 1，，、ピ クに遣

することになるのである。

VI小括 対米直接投資の全体評価へ

(1) これまで，対米i直接投資の主要部門である化学工業をとりあげ，米・

欧間「相互浸透」一一ーその典型である「対称形浸透」が成立するか否かを検討

してきた。またその過程で，当該「浸透」皮と成立時期について推定~，特徴

づけを行なってきた。

その結果，化学工業は産業部門~SIC2 桁レベノレで「対称形浸透J ， した

がって「相互浸透」が典型的に成立している部門であることがわかった。しか

し化学工菜での「浸透」度は，現地にお付る化学製品販売シェアで10%台(70

年代末には20%近く)に留まっ亡おり，アメリカ組I]())対欧「産業支配」の典型

的な場合に及ぱなし、。しかもヨーロッパ側はアメリカ側に遅れること10年， を

うしたズレをもって「対称形浸透」は成立しているのである。

;t証分析は I浸透」皮について，販売シェアを主要指標として行なってき

たが，そとで得らわし丈ー結果は他の雇用および同定投資に関する指標によって，

38) Chemical Week， 21 May 1980， p.~ 41での子組 o 直接には外資弟子会社すべてのシェアとし
て述べられたが，大差はたし、。
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補強されこそすれ覆されることはないと思われる。ここでの反省は，最初に述

べたように，こうした化ぽ工業でのケ一月・スタディの結果が，対米直接投資

の全体を如何に規定しまた規定しないか，についてである。

(2) 1節でみたように，化学工楽は対木直接投資において 4割を占める

製造業のうち，さらに 3 害U~占め，確かに「主要」部門ではあるが，全体の中

では 1割強を占めるに過ぎない。他の大部分の産業部門について概観する必要

があろう。化学工業におけるように「対称形浸透」の存否を検討する煩は避け，

ここでは「浸透」度の水準を確定することで見透しを得ょう。

N節でまず対米直接投資の全体について，当該「浸透」度が 2"-'5%に留ま

っており，製造業について，新規悶定投資でも 5%以下であることは確認した。

しかしより詳しく， とくに製造業の各部門ことに「浸透」度が得られる統計は

少なし就中，ここでの主要指標である販売νェアで示されたものは皆無であ

る。 74年についてのみ，販売シェアに代わりうるものとして Gross Product 

粗生産物(付加価値に相当)の全米中の比重を算出した統計が存在する剖)。

粗生産物による「浸透J度の表示は，販売シェアの場合と比較して，より現

地活動の質を反映する形で，その時点での到達水準を示すものであろう。それ

によると製造業全体では 3%だが，食品工業で 7%，化学工業になると12%と，

この2部門でのみ例外的に比率が高い。他の製造業部門では低く，金属工莱で

2~4%，機械工業では 2%である。他に右油業では18%一一分類調整不能の

ため過大表不である一一一，銀行莱・卸売莱のいずれも3;百である叫。
化学干し業についての結果をみる限りては， N節て得られた対米「浸透」度の

数値に近似したものになっている。したがって74年当時，化学工業以外では食

品工業石油業を除いて，在米外資系子会社はみるべき「浸透」をなしえなか

ったとしてよいだろう。

39) 8GB， Jan. 1979， op. cit 
40) lbid.， p. 40， Table 4. なお石油業について別の資料では，販売シェア 9.3%である。 U.S 
Dept. of Commerce， Intnl. Trade Administration， Foreigη Direα1n旬何tmentin the U. S. 
Petroleum Induslγy， 1982， p. 15 
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7C年代末については推定せざるをえないが，田節でみられた数部門における
h 

「対称形浸透」の可能性も，対米直接投資の全体としての「浸透」度の低位に

よって限界づけられていることに注目すべきである。したがって74年の水準か

b考えて，そうした部門のうち前記3部門を除吋ぱ，いずれもその「浸透」皮

は問題にな bないと思われる。

(3) 結局，対米直接投資の全体については次のようにし 1えよう。

まず I相互浸透」 現象を全くの例外現象とするわけにはし、かないことであ

る。比重は小さいとi引、ぇ，化学工業に次("I対称形浸透」の可能性をもっ食

品工業 3 アメリガ側には及ばないとはいえ相当の「浸透」度をもっ，比重の土

台な石油業の怖があるからである川口

他方，逆に「相互浸透」が対米直接投資の主要な側面を構成しているとする

ことも誤りであろう。問題とすべき「浸透J度に達しているのは3部門のみで，

しかもそのうち化学工業以外の 2部門では10%内外という低位であり， I浸透」

そのものが対米直接投資の全体においてはS1 C 2桁レベノレの大量現象として

あらわれないからである o

つまり「相互浸透」現象は例外現象ではないが，部分現象といってよい。少

なくとも70年代についてはそうである。したがって川目互浸透」を説明する原

理は対米直接投資の全体を説明するとはいえない。これが本稿でなしえた，

「相互浸透J説への第1の批判である。

こうした位置づけを年えた上('， I相互浸透」そむものについ亡は該当部門

ごとに実証検討すべきであろう。そこで果して「相互浸透」説のいう米 欧投

資主体問の同質性 競争関係が反映しているか否かは，実際に進出している内

部諸部門を検出することによってのみ判定可能である U いわば「浸透」の「相

互」性のより厳密な検討が次の課題であり，そのことが「相互浸透」説への第

2の批判となろう。 (1983. 6. 14) 

41) 第6表から算出すると食品工業は投資残高比で全体の 4%にすぎなU、がj 第3表において石油
業は 2割前後を占め，化学工業の分を合わせると 4割に達する。


